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(57)【要約】
　
【課題】粉塵の漏えい防止効果の極めて高いエアーカー
テンを形成することのできる送気装置を提供すること。
【解決手段】坑口と切羽を備えたトンネルＴ内の換気に
当たり、送風機の送気ダクト６０もしくは集塵機２０の
送気ダクト５０に接続される送気装置１０であって、送
気装置１０は、送気ダクト５０，６０に接続される一端
が開放し、切羽側の他端が閉塞しているダクト本体１か
らなり、ダクト本体１の側面には、複数の送気孔１ａを
備えた二以上の送気部１Ａ～１Ｄがダクト本体１の長手
方向に直列状に形成されており、それぞれの送気部１Ａ
～１Ｄはダクト本体１の周方向の一部の範囲に亘って形
成されており、坑口に最も近い送気部１Ｄの開口率が他
の送気部１Ａ～１Ｃの開口率に比して高くなっている。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　坑口と切羽を備えたトンネル内の換気に当たり、送風機の送気ダクトもしくは集塵機の
送気ダクトに接続される送気装置であって、
　送気装置は、送気ダクトに接続される一端が開放し、切羽側の他端が閉塞しているダク
ト本体からなり、
　ダクト本体の側面には、複数の送気孔を備えた二以上の送気部が該ダクト本体の長手方
向に直列状に形成されており、
　それぞれの送気部はダクト本体の周方向の一部の範囲に亘って形成されており、
　坑口に最も近い送気部の開口率が他の送気部の開口率に比して高くなっている送気装置
。
【請求項２】
　坑口に最も近い送気部の開口率が100%である請求項１に記載の送気装置。
【請求項３】
　送気部において、ダクト本体の周方向に間隔をおいて該ダクト本体の長手方向に延びる
複数の区画板が備えてある請求項１または２に記載の送気装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、トンネル工事においてトンネル内を換気するに当たり、送風機の送気ダクト
もしくは集塵機の送気ダクトに接続されて粉塵の拡散を防止する送気装置に関するもので
ある。
【背景技術】
【０００２】
　トンネル施工において、その地盤性状やトンネルの規模などに応じてその掘削方法は多
岐に亘っており、都市部を中心に多用されているシールドマシンを使用したシールド工法
の他に、例えば削岩機を使用した造成方法や発破による造成方法などが挙げられる。この
ように削岩機や発破を使用したトンネルの施工方法においては、削岩時や発破時、コンク
リートの吹付時においてトンネル坑内に大量の粉塵が発生するほか、坑内の機器から排出
される排ガスなども発生する。したがって、坑内環境の維持のためには、粉塵等の除塵と
新鮮な外気の供給が常時おこなわれる必要がある。
【０００３】
　このような坑内環境の維持に当たっては、図１１で示すような換気方法が一般に適用さ
れている。
【０００４】
　まず、トンネルＴ内に配設された集塵機Ｃの集塵設備に連通する２本のダクトＤ１，Ｄ
２のうち、一方のダクトＤ１の端部にある吸気口Ｏ１を切羽側に向け、他方のダクトＤ２
の端部にある排気口Ｏ２を坑口側に向け、さらに、トンネルＴ外に配設された別途の送風
機ＳのダクトＤ３の端部にある吐出口Ｏ３を切羽側に向ける。
【０００５】
　切羽側で発生した粉塵混じり空気を吸気口Ｏ１で吸気し、集塵設備にて除塵された除塵
後空気を排気口Ｏ２を介して坑口側へ排気する。
【０００６】
　この集塵機Ｃの作動と並行して送風機Ｓも作動させ、坑口側からの新鮮な空気が切羽側
へ提供される。
【０００７】
　この際、送風機Ｓによって送気される新鮮な空気の送気量Q1よりも多い吸気量Q2の粉塵
混じり空気を吸気口Ｏ１から吸気する制御が、高い粉塵除去性の観点から一般に適用され
ている。そのため、吸気量Q2から送気量Q1を差し引いた差分Q2-Q1によって坑口側から切
羽側への空気流れ（図中のＸ方向）が生じる。この空気流れＸにより、吸気されずに切羽
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側の領域で浮遊する粉塵が当該切羽側の領域に封じ込められることになる。
【０００８】
　なお、吸気口Ｏ１からの吸気による空気の流れと、坑口側から流通してくる空気の流れ
がぶつかって生成される空気滞留面ＡＣは、エアーカーテンなどと称される。
【０００９】
　上記するエアーカーテンを形成して粉塵の拡散を防止する技術が特許文献１，２に開示
されている。まず、特許文献１には、切羽から坑口側に離間した位置において、トンネル
の径方向に新気を噴出させてトンネル坑内を塞ぐようにエアーカーテンを形成するととも
に、切羽近傍の空気を吸引することにより、エアーカーテンを切羽へ向けて移動させつつ
切羽近傍の空気を排出する方法が開示されている。
【００１０】
　一方、特許文献２には、トンネル内の換気装置に関し、送気風管と、排気風管を備える
集塵装置とを有し、送気風管には、切羽側に向けて空気を吹き出す主吹出口と、送気風管
の側方に分流させた空気を吹き出す分岐吹出口が形成されていて、分岐吹出口がトンネル
の壁面方向に向けて送気風管の全周に空気を吹き出す位置に形成されている換気装置が開
示されている。
【００１１】
　特許文献１，２のいずれの技術によっても、エアーカーテンにて粉塵の坑口側への漏え
いを防止できるとしている。しかしながら、特許文献１，２に開示の技術では、エアーカ
ーテンは形成されるものの、粉塵の坑口側への漏えい防止効果の高いエアーカーテンが実
際に形成されるか否かは定かでない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１２】
【特許文献１】特開２００２－３４９１９９号公報
【特許文献２】特開２００６－１８３４０３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１３】
　本発明は上記する問題に鑑みてなされたものであり、粉塵の漏えい防止効果の極めて高
いエアーカーテンを形成することのできる送気装置を提供することを目的としている。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　前記目的を達成すべく、本発明による送気装置は、坑口と切羽を備えたトンネル内の換
気に当たり、送風機の送気ダクトもしくは集塵機の送気ダクトに接続される送気装置であ
って、送気装置は、送気ダクトに接続される一端が開放し、切羽側の他端が閉塞している
ダクト本体からなり、ダクト本体の側面には、複数の送気孔を備えた二以上の送気部が該
ダクト本体の長手方向に直列状に形成されており、それぞれの送気部はダクト本体の周方
向の一部の範囲に亘って形成されており、坑口に最も近い送気部の開口率が他の送気部の
開口率に比して高くなっているものである。
【００１５】
　本発明の送気装置は、一端が閉塞し、他端が開放したダクト本体から構成されている。
このダクト本体は、新鮮な空気を坑口側から取り込んで切羽側へ送気する送風機の送気ダ
クトの端部に取り付けられてもよいし、集塵機の送気ダクトの端部に取り付けられてもよ
い。後者の場合、集塵機が切羽側の粉塵を吸気する吸気ダクトと、取り込んだ粉塵を除塵
した後の除塵後空気（新鮮な空気に相当）を切羽側に送気する送気ダクトを備えている集
塵機を適用する場合に、この送気ダクトの端部に取り付けられるものである。また、この
形態の集塵機と送風機がトンネル内に配設されている場合に、送風機と集塵機の双方の送
気ダクトの端部に本発明の送気装置が取り付けられてもよい。
【００１６】
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　送気装置を構成するダクト本体は、切羽側の端部が閉塞しており、したがって、ダクト
本体が切羽側に向かって配設されていても、切羽に向かって直接新鮮な空気が提供される
ことはない。
【００１７】
　ダクト本体には、その側面において、複数の送気孔を備えた二以上の送気部がダクト本
体の長手方向に直列状に形成されている。
【００１８】
　各送気部は、複数の送気孔を具備するとともに、ダクト本体の全周には形成されておら
ず、ダクト本体の周方向の一部の範囲にのみ形成されている。たとえば、ダクト本体の側
面が筒状の場合に、全周が360度であるのに対して、100～120度程度の範囲の弧状範囲が
送気部の範囲として規定できる。なお、たとえば筒状のダクト本体の側面に複数の送気孔
が形成され、各送気孔から複数の送気部が形成される形態（ダクト本体の全体が筒状の形
状形態）のほかにも、ダクト本体の側面から送気部が側方に突出して形成された形態（筒
状のダクト本体に対して側方に突出した送気部を備えた形状形態）などであってもよい。
【００１９】
　このように、ダクト本体の周方向の一部の範囲を送気部とし、この送気部をトンネルの
内空側に向けてダクト本体を配設することにより、トンネル内にエアーカーテンを効果的
に形成することができる。
【００２０】
　さらに、ダクト本体の長手方向に直列状に形成されている送気部はそれぞれに固有の開
口率を有しており、坑口に最も近い送気部の開口率が他の送気部の開口率に比して高くな
っている。ここで、「開口率」とは、送気部の面積に対する開口部分（たとえば全送気孔
の面積）の比率のことを意味している。
【００２１】
　たとえば送風機に送気装置が取り付けられ、送気装置のダクト本体の側面に四つの送気
部が直列状に形成されていて、ダクト本体がその閉塞された端面を切羽側に向けた姿勢で
トンネル内に配設されている場合に、送風機を介して新鮮な空気がダクト本体に提供され
、ダクト本体の切羽側の閉塞端部で気流の方向が概ね直角方向に変わった空気が送気部を
介してトンネル内に提供される。ここで、切羽側の送気部の開口率が高いと坑口側の送気
部から提供される空気量が低減し、ダクト本体の切羽側の送気部から切羽方向に向かって
大量の空気が流れてしまい、エアーカーテンが形成されない可能性がある。
【００２２】
　そこで、坑口に最も近い送気部の開口率が他の送気部の開口率に比して高くなっている
ことにより、送気部の圧力損失を低減することができる。そして、切羽側の送気部からの
空気のトンネル内への提供が可及的に抑制され、トンネル内へ提供される空気量を確保す
ることができる。その結果、全ての送気部から可及的に同量の空気をトンネル内へ提供す
ることができる。
【００２３】
　このように、複数の直列状の送気部から可及的に同量の新鮮な空気がトンネル内に提供
されることで、全ての送気部の長さに相当する厚みのエアーカーテンをトンネル内に形成
することができ、切羽側の粉塵の坑口側への漏えい防止効果が極めて高くなる。
【００２４】
　なお、新鮮な空気は、送風機の送気ダクトを通過して送気装置に導入されることより、
各送気部の送気孔からトンネル内に吹出されることが特定されている。したがって、直列
状の各送気部から可及的に同量の空気をトンネル内に供給するべく、切羽側に近い送気部
の開口率を相対的に低くし、空気抵抗を増加させるのがよいことが分かる。
【００２５】
　たとえば、坑口に最も近い送気部の開口率を100%に設定することにより、送気ダクトの
トータルの圧力損失を最大限低減することが可能になる。なお、送気部の開口率が100%と
は、送気部の全部が開口であることを意味している。
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【００２６】
　たとえば四つの送気部が直列状に配設されている形態においては、切羽側の送気部から
順に各送気部の開口率が徐々に高くなり、坑口に最も近い送気部の開口率が100%となって
いる形態が挙げられる。また、その他の形態として、切羽側の三つの送気部の開口率が34
～38%程度の同程度であり、坑口に最も近い送気部の開口率が100%となっている形態など
が挙げられる。
【００２７】
　また、本発明による送気装置の好ましい実施の形態は、送気部において、ダクト本体の
周方向に間隔をおいて該ダクト本体の長手方向に延びる複数の区画板が備えてあるもので
ある。
【００２８】
　各送気部において、ダクト本体の周方向に間隔をおいて該ダクト本体の長手方向に延び
る複数の区画板が設けてあることで、区画板にて空気のトンネル側への吹き出し方向が規
定され、トンネル内に効果的に空気を提供することができる。
【００２９】
　たとえば、筒状のダクト本体に対して120度の弧状範囲の送気部が形成されている場合
に、9基の区画板にて15度間隔で送気部が8つの区画に分割され、各区画板にてトンネルへ
の流れ方向が方向付けされた空気が各区画の送気孔を介してトンネル内に提供される形態
などを挙げることができる。
【発明の効果】
【００３０】
　以上の説明から理解できるように、本発明の送気装置によれば、トンネル内に厚みのあ
るエアーカーテンを形成することができ、切羽側の粉塵の坑口側への漏えいを効果的に防
止することができる。
【図面の簡単な説明】
【００３１】
【図１】本発明の送気装置の実施の形態の側面図である。
【図２】送気装置の閉塞端部側から見た斜視図である。
【図３】送気装置の開放端部側から見た斜視図である。
【図４】（ａ）は送気装置を適用したトンネル換気システムの平面図であり、（ｂ）は図
４ａのｂ－ｂ矢視図である。
【図５】トンネル内における施工状況を説明した図である。
【図６】粉塵濃度を検証した解析モデルを説明した図である。
【図７】解析結果のうち、粉塵濃度分布を示した図である。
【図８】解析結果のうち、切羽からの距離と平均粉塵濃度（高さ1.5m）に関する結果を示
した図である。
【図９】送気装置の４つの送気部において、各区画からの空気の吹出し量を検証する解析
結果を示した図である。
【図１０】送気装置の実機の写真図である。
【図１１】従来のトンネル換気方法の実施の形態の平面図である。
【発明を実施するための形態】
【００３２】
　以下、図面を参照して、本発明の送気装置と、この送気装置を適用したトンネル換気シ
ステムの実施の形態を説明する。なお、図示する送気装置は、筒状のダクト本体の側方か
ら突出した送気部を備えた形態であるが、筒状のダクト本体の側面に突出していない送気
部を備えた形態であってもよいことは勿論のことである。また、図示する送気装置は４つ
の送気部を備えた形態であるが、送気部の基数は図示例に何ら限定されるものではない。
【００３３】
（送気装置の実施の形態）
　図１は本発明の送気装置の実施の形態の側面図であり、図２は送気装置の閉塞端部側か
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ら見た斜視図であり、図３は送気装置の開放端部側から見た斜視図である。
【００３４】
　図示する送気装置１０は、鋼製で筒状のダクト本体１から構成されており、ダクト本体
１の側面には、該側面から突出するとともにダクト本体１の長手方向に直列状に配設され
た４つの送気部１Ａ，１Ｂ，１Ｃ，１Ｄが設けられている。
【００３５】
　ダクト本体１の一端は閉塞端部１ｂであり、他端は開放端部１ｃとなっている。送気装
置１０が集塵機や送風機の送気ダクトに取り付けられた際に、ダクト本体１の開放端部１
ｃがこれら送気ダクトに接続され、閉塞端部１ｂが切羽側に向けられて送気装置１０の固
定が図られるようになっている。
【００３６】
　各送気部１Ａ～１Ｄには多数の送気孔１ａが設けてあるが、送気部１Ａ～１Ｄごとに固
有の開口率を有している。具体的には、送気装置１０がトンネル内に適用された際に坑口
に最も近い送気部１Ｄの開口率が他の送気部１Ａ～１Ｃの開口率に比して高くなっている
。
【００３７】
　たとえば、送気部１Ｄの開口率が100%、他の送気部１Ａ～１Ｃの開口率が50%以下の開
口率に設定されている。
【００３８】
　また、図２で示すように、各送気部１Ａ～１Ｄは、ダクト本体１の全周360度に対して
角度θの弧状範囲に形成されている。この角度θは、たとえば100～120度程度の範囲に設
定することができる。
【００３９】
　実際に送気装置１０がトンネル内に適用された際には、トンネルの天井近傍において、
角度θ範囲にある送気部１Ａ～１Ｄがトンネルの内側を向くように送気装置１０が設置さ
れる。
【００４０】
　このように、坑口に最も近い送気部１Ｄの開口率が他の送気部１Ａ～１Ｃの開口率に比
して高くなっていることにより、全ての送気部１Ａ～１Ｄから可及的に同量の空気をトン
ネル内へ提供することが可能になる。
【００４１】
　そして、複数の直列状の送気部１Ａ～１Ｄから可及的に同量の新鮮な空気がトンネル内
に提供されることで、全ての送気部１Ａ～１Ｄの長さに相当する厚みのエアーカーテンを
トンネル内に形成することができ、切羽側の粉塵の坑口側への漏えいを効果的に防止する
ことが可能になる。
【００４２】
　また、図３で示すように、送気装置１０においては、ダクト本体１の周方向に間隔をお
いて、ダクト本体１の長手方向に延びる複数の区画板１ｄが備えてある。
【００４３】
　各送気部１Ａ～１Ｄにおいて、ダクト本体１の周方向に間隔をおいてダクト本体１の長
手方向に延びる複数の区画板１ｄが設けてあることで、区画板１ｄにて空気のトンネル側
への吹き出し方向が規定され、トンネル内に効果的に空気を提供することができる。
【００４４】
（トンネル換気システムの実施の形態）
　図４（ａ）は送気装置を適用したトンネル換気システムの平面図であり、図４（ｂ）は
図４（ａ）のｂ－ｂ矢視図であり、図５はトンネル内における施工状況（主として吹付作
業）を説明した図である。
【００４５】
　図４で示すように、トンネルＴの施工に際し、トンネルＴ内の換気に供される集塵機２
０は、平ボディートラック２１の荷台の上に、２段式の下段に多数のフィルターとバキュ
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ームポンプ（いずれも不図示）などから構成される集塵設備３０（図５参照）、上段に排
気設備３０Ａをそれぞれ搭載し、集塵設備３０には吸気ダクト４０が流体連通し、排気設
備３０Ａには送気ダクト５０が流体連通してその全体が大略構成された自走式の集塵機で
ある。なお、各機器が搬送台車上に載置されて全体が構成され、牽引車や人力で牽引され
る非自走式の集塵機であってもよい。
【００４６】
　排気設備３０Ａは、切羽側から順に、サイレンサ３１、吸気ファン３２、換気ファン３
３が直列に繋がれて構成されている。なお、集塵設備３０と排気設備３０Ａは流体連通し
ていることから、集塵設備３０に対し、吸気ダクト４０は直接接続されており、送気ダク
ト５０は間接的に接続された構成となっている。
【００４７】
　吸気ダクト４０と送気ダクト５０はともに蛇腹状の伸縮ダクトから構成されており、か
つ、双方のダクトがいずれも切羽側に向けられた姿勢で設置されている。なお、図示する
吸気ダクト４０と送気ダクト５０はいずれも、その全長に亘って蛇腹状の伸縮ダクトから
構成されているが、伸縮ダクトと直鋼管が組み合わされたダクト形態であってもよい。
【００４８】
　さらに、送気ダクト５０の端部には送気装置１０が接続されており、各送気部１Ａ～１
ＤがトンネルＴの内側に向いた姿勢で固定されている。
【００４９】
　また、トンネルＴ内には、坑口近傍に配設された不図示の送風機から延びる送気ダクト
６０が配設されており、この送気ダクト６０の端部にも送気装置１０が接続され、各送気
部１Ａ～１ＤがトンネルＴの内側に向いた姿勢で固定されている。
【００５０】
　図４で示すように、トンネルＴの切羽側でトンネルの延伸施工をおこなうに当たり、集
塵設備３０および排気設備３０Ａを作動させ、かつ不図示の送風機を作動させると、吸気
ダクト４０の吸気口から粉塵混じり空気を切羽側から吸気し（Ｙ１方向）、集塵設備３０
にて除塵された除塵後空気（新鮮な空気に相当）を排気設備３０Ａを介し、送気ダクト５
０を介して送気装置１０に送り、送気装置１０の各送気部１Ａ～１Ｄを介してトンネルＴ
内へ送気する（Ｙ２方向）。さらに、坑口側から取り込んだ新鮮な空気を送気ダクト６０
を介して送気装置１０に送り、送気装置１０の各送気部１Ａ～１Ｄを介してトンネルＴ内
へ送気する（Ｙ２方向）。
【００５１】
　このように、トンネルＴの断面の左右の天井位置にある２つの送気装置１０がトンネル
Ｔの中心軸に対して概ね左右対称で、かつそれら送気装置１０からの空気の吹出方向も概
ね左右対称であってトンネルＴの長手方向に直交する方向に新鮮な空気を送ることで、ト
ンネルＴ内に効果的にエアーカーテンＡＣが形成される。
【００５２】
　ここで、新鮮な空気は送気装置１０に直列状に形成された複数の送気部１Ａ～１Ｄから
吹出されることから、形成されるエアーカーテンＡＣの厚みは厚く、切羽側で発生した粉
塵の坑口側への漏えい防止効果が極めて高くなる。
【００５３】
　なお、実際のトンネル施工（図示例は主として吹付作業）においては、図５で示すよう
に、トンネル内においてエレクター搭載吹付け機７１とトラックミキサー７２が稼働もし
くは待機している。したがって、集塵機２０が切羽側に近接できない状況下にある。
【００５４】
　そこで、集塵機２０が搭載する吸気ダクト４０や送気ダクト５０を切羽側まで伸長させ
た状態（送気ダクト５０の送気口よりも吸気ダクト４０の吸気口を切羽側に配置）でトン
ネルの頂部に吊り下げておき、トンネルの延伸に応じて吸気ダクト４０や送気ダクト５０
を所望に伸長させる（たとえば5m程度）。なお、吸気ダクト４０や送気ダクト５０を伸長
のみならず、トンネルの施工に応じて集塵機２０を切羽側へ移動させるようにしてもよい
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。
【００５５】
（送気装置の効果を検証した解析とその結果）
　本発明者等は、本発明の送気装置の効果を検証するべく流体解析をおこなった。図６に
比較例と実施例１～３の解析モデルと解析条件を示す。また、図７は、解析結果のうち、
粉塵濃度分布を示した図であり、図８は、解析結果のうち、切羽からの距離と平均粉塵濃
度（高さ1.5m）に関する結果を示した図である。
【００５６】
　まず、比較例は、送気装置を具備しない送風機に通じる送気ダクトから切羽側に新鮮な
空気を提供し、その後、集塵機で粉塵を除去し、坑口側へ排気するとともに切羽側へ封じ
込めするモデルである。一方、実施例１～３はいずれも送風機に通じる送気ダクトと集塵
機に通じる送気ダクトの双方に送気装置を取り付け、各送気装置から新鮮な空気を提供し
てエアーカーテンを形成するモデルである。この実施例１～３においては、各送気装置の
送気部の形成範囲を105度～120度とし、実施例１，２では形成範囲120度の２つの送気装
置の取り付け位置を変化させている。なお、実施例１，２では、送気装置に４つの送気部
を設け、各送気部に15度間隔で区画板を取り付けて8つの区画に区分けし、各区画から空
気の吹出しをおこなっており、実施例３では、各送気部に15度間隔で区画板を取り付けて
7つの区画に区分けし、各区画から空気の吹出しをおこなっている。また、４つの送気部
に関し、坑口側の送気部の開口率は100%、その他の送気部の開口率は34～38%程度とした
。
【００５７】
　図７，８で示す解析結果より、比較例は粉塵が広範囲に拡散していることが分かり、切
羽から60mを超える領域においても比較例高い粉塵濃度となっている。
【００５８】
　それに対し、実施例１～３では粉塵の拡散が抑制されており、実施例１，３では粉塵の
拡散抑制効果が極めて高い結果となっている。具体的には、実施例２においては、切羽か
ら30m程度で粉塵濃度が大幅に低減する結果となっており、実施例１，３においては、切
羽から15m程度で粉塵濃度が大幅に低減する結果となっている。
【００５９】
　また、実施例１，２の結果の相違については、実施例１が、トンネル断面を左右に分割
する鉛直方向の中心線に対して線対称の左右位置（左右の同じ位置）に２つの送気装置を
設けたのに対して、実施例２はトンネル内の中心線に対して２つの送気装置は線対称の位
置に設けられていないことが解析結果に影響している。実施例３も実施例１と同様にトン
ネル内の中心線に対して線対称の左右位置に２つの送気装置が設けられていることと合わ
せて考察すると、トンネルの横断面形状にもよるが、送風機の送気ダクトに繋がる送気装
置と集塵機の送気ダクトに繋がる送気装置はともに、トンネルの天井近傍であって、かつ
トンネル内の中心線に対して線対称の位置に設けられているのがよいことが分かる。
【００６０】
（送気装置の各送気部の各区画からの空気吹出し量を検証した解析とその結果）
　本発明者等は、送気装置の各送気部の各区画からの空気吹出し量を検証する解析をおこ
なった。この解析では、送気装置に長手方向に直列状に４つの送気部を設け、各送気部は
区画板にて７つの区画に区分けされたモデルを作成し、流体解析をおこなった。ここで、
送気部１，２，３の開口率は34～38%程度であり、送気部４の開口率は100%であり、各送
気部ともに筒状の送気装置に対して105度の範囲に形成されており、送気部４側から空気
を提供した。図９は解析結果を示した図である。
【００６１】
　図９より、４つの送気部１，２，３，４のいずれも、各区画から同程度の量の空気が吹
出されることが実証されている。
【００６２】
　この解析結果より、空気が提供される坑口側の送気部の開口率が他の送気部の開口率に
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比して高く設定されていることで、全ての送気部から同程度の量の空気が吹出されること
が分かった。本発明者等によれば、特に坑口側の送気部の開口率を100%とすることにより
、送気ダクトのトータルの圧力損失を最大限低減することが可能になることが分かってい
る。
【００６３】
（送気装置の実機の製作）
　本発明者等はさらに、送気装置の実機を製作した。この実機の写真図を図１０に示す。
図示する送気装置を実際のトンネル工事に適用し、その実際の効果検証をおこなう予定で
ある。
【００６４】
　以上、本発明の実施の形態を図面を用いて詳述してきたが、具体的な構成はこの実施形
態に限定されるものではなく、本発明の要旨を逸脱しない範囲における設計変更等があっ
ても、それらは本発明に含まれるものである。
【符号の説明】
【００６５】
　１…ダクト本体、１Ａ…送気部１、１Ｂ…送気部２、１Ｃ…送気部３、１Ｄ…送気部４
、１ａ…送気孔、１ｂ…閉塞端部、１ｃ…開放端部、１ｄ…区画板、１０…送気装置、２
０…集塵機、２１…平ボディートラック、３０…集塵設備、３０Ａ…排気設備、３１…サ
イレンサ、３２…吸気ファン、３３…換気ファン、４０…吸気ダクト、５０…送気ダクト
、６０…送気ダクト（送風機からの送気ダクト）、Ｔ…トンネル、ＡＣ…エアーカーテン

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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【図１１】 【図７】
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